
11

研究の背景＆研究の背景＆
システム全体の基本コンセプトシステム全体の基本コンセプト

平成平成1199年年1010月月1010日日

国立環境研究所国立環境研究所 植弘崇嗣植弘崇嗣

国立環境研究所国立環境研究所 セイリング型洋上風力発電研究成果報告会セイリング型洋上風力発電研究成果報告会



22

（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣
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3.3. セイリング型洋上風力発電の意義セイリング型洋上風力発電の意義

4.4. 技術開発の概要技術開発の概要
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

宇宙から見た夜の地球宇宙から見た夜の地球

１．研究の背景



55

（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

日本の一次エネルギー総供給の推移日本の一次エネルギー総供給の推移

１．研究の背景
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

石油・天然ガスの枯渇曲線石油・天然ガスの枯渇曲線

１．研究の背景
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

日本における平均気温の変化日本における平均気温の変化

１．研究の背景
http://www.data.kishou.go.jp/climate/cpdinfo/temp/an_jpn.html
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

日本の温室効果ガス総排出量の推移

１．研究の背景

2005年（平成17年度）の温室効果ガス排出量（確定値）について

http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=9671&hou_id=8419
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

日本の二酸化炭素排出量の推移日本の二酸化炭素排出量の推移

１．研究の背景
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出所：「エネルギー・経済統計要覧’97」
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

本研究の背景本研究の背景

１．研究の背景 1010

勢いが加速するばかりの勢いが加速するばかりの
「地球温暖化」「地球温暖化」

近未来に予想される近未来に予想される
化石燃料資源の枯渇化石燃料資源の枯渇

求められる、大気中の温室効果ガ求められる、大気中の温室効果ガ
ス濃度の安定化ス濃度の安定化

二酸化炭素排出量の大幅な削減二酸化炭素排出量の大幅な削減

避けられない石油・天然ガス価格避けられない石油・天然ガス価格
の世界的高騰の世界的高騰

80%80%を化石燃料産に頼った日本の一次エネルギーシステムのを化石燃料産に頼った日本の一次エネルギーシステムの

見直しが急務見直しが急務

エネルギー使用の抑制エネルギー使用の抑制
省エネルギー省エネルギー

エネルギー生産方法の開発エネルギー生産方法の開発
クリーンエネルギーの活用クリーンエネルギーの活用

（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣
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2.2. セイリング型洋上風力発電とはセイリング型洋上風力発電とは

3.3. セイリング型洋上風力発電の意義セイリング型洋上風力発電の意義

4.4. 技術開発の概要技術開発の概要
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

セイリング型風力発電とはセイリング型風力発電とは

２．セイリング型風力発電とは

①大型浮体①大型浮体

システムシステム

②風力発電②風力発電

システムシステム

③水素製造③水素製造

（海水電解）（海水電解）

システムシステム

④水素貯留・④水素貯留・
運搬システム運搬システム

浮体は、風を常に横方向から受けるようにセイルなどを使い方
向を制御する。風車は浮体に対して向きを変えない。

••セイル等により、セイル等により、自己位置を維持自己位置を維持できるできる非係留型非係留型大型浮体に搭載した風力発電システム大型浮体に搭載した風力発電システム

––自己位置を維持自己位置を維持

••浮体に搭載したセイル及び浮体下部構造に設けた翼に生じる揚力を利用することでエネルギーを消浮体に搭載したセイル及び浮体下部構造に設けた翼に生じる揚力を利用することでエネルギーを消
費することなく自己位置を維持し、かつ、風力発電することが可能費することなく自己位置を維持し、かつ、風力発電することが可能

––非係留型非係留型

••風況の良い海域への移動や、台風や巨大低気圧の通過時の荒れた気象・海象の回避が可能風況の良い海域への移動や、台風や巨大低気圧の通過時の荒れた気象・海象の回避が可能
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

洋上風力発電のタイプ洋上風力発電のタイプ

２．セイリング型風力発電とは

着底型着底型

係留型係留型

セイリング型セイリング型
（非係留型）（非係留型）
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3.3. セイリング型洋上風力発電の意義セイリング型洋上風力発電の意義

4.4. 技術開発の概要技術開発の概要
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

何故、洋上風力発電・水素製造か？何故、洋上風力発電・水素製造か？

日本のEEZ面積

日本の
国土面積

全電力を陸上風力陸上風力

発電発電で賄った場合に
必要な面積（国土面

積の1/10）

全電力を洋上風力洋上風力

発電発電で賄った場合
に必要な面積（EEZ

面積の1/36）

••風力発電により得られたエネル風力発電により得られたエネル
ギーを海水電解により水素に変換ギーを海水電解により水素に変換
することで、安定で保存性があり輸することで、安定で保存性があり輸
送可能なシステムとなる。送可能なシステムとなる。

––通常、海水の電気分解では水素の通常、海水の電気分解では水素の
他に、環境に悪い塩素が発生するが、他に、環境に悪い塩素が発生するが、
酸素が発生するようにできれば、環酸素が発生するようにできれば、環
境負荷は殆どゼロになる。この技術境負荷は殆どゼロになる。この技術
分野では、我が国は世界を先んじて分野では、我が国は世界を先んじて
いる。ただし、効率は改善は必要。いる。ただし、効率は改善は必要。

３．セイリング型風力発電の意義

••世界世界77位の面積（位の面積（447447万万kmkm）を誇る排他的経済水域）を誇る排他的経済水域(EEZ)(EEZ)を活用することで、エネを活用することで、エネ
ルギー密度が低いという太陽エネルギーの欠点をカバールギー密度が低いという太陽エネルギーの欠点をカバー

––陸上、沿岸域の風力発電は、設置可能面積に制約があり、かつ、環境面の配慮や、現行陸上、沿岸域の風力発電は、設置可能面積に制約があり、かつ、環境面の配慮や、現行
の土地・海面利用者との調整が必要となる。の土地・海面利用者との調整が必要となる。

––EEZEEZの海域の場合、環境への影響が殆どない。の海域の場合、環境への影響が殆どない。

––EEZEEZの海域の水深はの海域の水深は1,0001,000ｍ超が殆どで、洋上施設は非係留となるが、我が国にはメガｍ超が殆どで、洋上施設は非係留となるが、我が国にはメガ
フロートの固有技術がある。フロートの固有技術がある。
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

代替エネルギーシステムの比較代替エネルギーシステムの比較

３．セイリング型洋上風力発電の意義
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

••必要風車数・面積必要風車数・面積

我が国のエネルギー供給にどれくらいの風車と我が国のエネルギー供給にどれくらいの風車と
面積が必要か面積が必要か

風車数=b/e/f/g16,60033,200124,000288,000電力

風車数=b/e/f/g+d/e/f60,500121,000454,0001,050,000全一次エネルギー洋上系
風力発電

風車数=b/e4,9809,96037,40086,500電力

風車数=(b+d)/e27,10054,100203,000470,000全一次エネルギー陸上系
風力発電

2D×2D2D×4D3D×10D
備考

面積(km2)
風車数

３．セイリング型洋上風力発電の意義

1.38E+081.10E+070.03945MW風車1基の年間発電量(e)

a-c67.0%15,100非電力(2004年度)エネルギー供給ベース(d)

10.0%2,360原子力(2004年度)エネルギー供給ベース

b÷0.4(発電効率)36.0%8,530電力（2004年度）エネルギー供給ベース(c)

2.62E+11945原子力(2004年度)

9.48E+113,410電力（2004年度）(b)

100.0%23,700全一次エネルギー供給（2004年度）(a)
備考構成比mol-H2kWhPJ

••前提条件前提条件

○稼働率（年間平均出力／定格出力）：25% ○洋上電力－水素変換効率(f)：50%
○翼直径 ：120m ○燃料電池発電効率(g)：60%
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

1.1. 研究の背景研究の背景

2.2. セイリング型洋上風力発電とはセイリング型洋上風力発電とは

3.3. セイリング型洋上風力発電の意義セイリング型洋上風力発電の意義

4.4. 技術開発の概要技術開発の概要
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

技術開発の目的・目標技術開発の目的・目標

••目的目的

––本エネルギーシステムを構築し、我が国の広大な排他的経済水域で運用することにより、本エネルギーシステムを構築し、我が国の広大な排他的経済水域で運用することにより、

膨大に存在しながら、膨大に存在しながら、「低い面密度」「低い面密度」、、「大きな変動性」「大きな変動性」を有する故に十分な活用が図らを有する故に十分な活用が図ら
れていないれていない風力エネルギーを基幹エネルギー源の一つと位置づけることが可能か検証す風力エネルギーを基幹エネルギー源の一つと位置づけることが可能か検証す

ることること

––システムを構成するシステムを構成する個別技術の技術的可能性個別技術の技術的可能性、、環境影響評価環境影響評価、、システム構築と稼働に要システム構築と稼働に要

するエネルギーとシステムが産生するエネルギーの収支を評価するエネルギーとシステムが産生するエネルギーの収支を評価し、これが妥当なレベルとし、これが妥当なレベルと
なる系を見出すことなる系を見出すこと

••目標目標

––システムを構成する個別技術の技術的可能性、環境影響評価に加えて、システム構築とシステムを構成する個別技術の技術的可能性、環境影響評価に加えて、システム構築と

稼働に要するエネルギーとシステムが産生するエネルギーの収支を評価し、これが妥当な稼働に要するエネルギーとシステムが産生するエネルギーの収支を評価し、これが妥当な
レベルでプラスになる系を見出すことレベルでプラスになる系を見出すこと

４．技術開発の概要

石油火力石油火力

EPR=21EPR=21

石炭火力石炭火力

EPR=17EPR=17

セイリング型セイリング型

洋上風力洋上風力

EPR=19EPR=19以上以上

1010

2200

EPREPR

セイリング型洋上風力発電によるエネルギー産生までのEPRが、石炭

火力、石油火力のEPRと同等程度となる19以上を目標

セイリング型洋上風力発電によるエネルギー産生までのセイリング型洋上風力発電によるエネルギー産生までのEPREPRが、石炭が、石炭

火力、石油火力の火力、石油火力のEPREPRと同等程度となると同等程度となる1919以上以上を目標を目標
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

EPREPRとはとは

エネルギー収支比；エネルギー収支比；EPREPRとは、とは、

EPR=EPR=
システムの構築・稼働に消費するエネルギーシステムの構築・稼働に消費するエネルギー

システムが産生するエネルギーシステムが産生するエネルギー

４．技術開発の概要

「システムの構築・稼働に消費するエネルギー」に含まれるもの

システムの構築・稼働に必要な原材料の採掘・輸送に要するエネルギー

システムの構築・稼働に必要な原材料の加工に要するエネルギー

システムの構築・稼働に必要な加工品の輸送に要するエネルギー

システムの構築・稼働に必要なエネルギー
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

システムの全体使命と基本コンセプトシステムの全体使命と基本コンセプト

４．技術開発の概要

••ビジョンビジョン
––20502050年温室効果ガス排出量半減目標への貢献年温室効果ガス排出量半減目標への貢献

••ミッションミッション
––クリーンエネルギーの自国による持続的・安定的確保方策クリーンエネルギーの自国による持続的・安定的確保方策
の提案の提案

••基本コンセプト基本コンセプト
––世界世界77位の面積（位の面積（447447万万kmkm22）を誇る排他的経済水域）を誇る排他的経済水域(EEZ)(EEZ)
のの活用活用

––日本初のユニーク要素技術の活用（浮体建造技術、海水直日本初のユニーク要素技術の活用（浮体建造技術、海水直
接電解技術）接電解技術）

––環境負荷の低減を目指した、長寿命化の追求によるエネル環境負荷の低減を目指した、長寿命化の追求によるエネル
ギー生産性の高いエネルギー生産システムの実現ギー生産性の高いエネルギー生産システムの実現
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

本技術開発の体制本技術開発の体制

４．技術開発の概要

各界の有識者各界の有識者

研究代表機関研究代表機関研究代表機関

共同研究機関共同研究機関共同研究機関

•全体総括 （洋上風況調査、貯蔵・輸送システム） ： 国立環境研究所•全体総括 （洋上風況調査、貯蔵・輸送システム） ： 国立環境研究所

洋上大型浮体・風車統合システム

マリンフロート推進機構
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（独）国立環境研究所 植弘 崇嗣

••ご静聴ありがとうございました。ご静聴ありがとうございました。


